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1．は じ め に

電子情報通信学会は 100 周年を迎えた．
情報通信技術分野は，指数関数的な発展を遂げ，本会

はこれを先頭に立って切り開いてきた．この分野で基礎
から装置，システム，ネットワーク，サービスに至る幅
広い分野をカバーする歴史ある学会である．Indus-
try4.0，Society5.0 など広範な ICT 技術による大変革が
起こりつつある今日，30 年前の 1987 年に時代を予見す
る形で「電子情報通信学会」と改名した本会の役割は広
がる一方である．今日の急速な科学技術の発展は，無限
と思われた資源の有限性をあらわにし，悠久とも思われ
た地球環境に無視できぬ影響を及ぼすレベルに到達した
感がある．この状況において，国連が人類の幸福や環境
の維持までを考慮に入れた調和ある開発の目標として
2030 年に向け 17 の目標「持続可能な開発のためのア
ジェンダ 2030（Sustainable development Goals-SDGs）」
を定めた(1)．2017 年は世界的にこの目標への関心が急
速に高まった年と言える．これらはいずれも，科学技術
はもちろん，政治や社会，経済など人間の営みも合わせ
達成すべき複雑な目標であり，人類が国や文化の違いを
超え，また科学技術も分野を超えて協力しなければ解決
しない課題ばかりである．学術界でも国際科学会議
（ICSU）と国際社会科学協議会（ISSC）の歴史的な統
合が 7月に予定されている．
日本国内でも，立ち上がりは遅れたものの，経団連が

SDGs を前提に企業行動指針を改定し，内閣府も地方創

生の文脈で自治体に SDGs 推進を支援する概算要求を行
うなど，国レベルでの関心の高まりは驚くべきものがあ
る．
日本における研究環境を考えると，財政赤字，学術研
究の停滞が叫ばれ，政府の第 5 期科学技術基本計画で
は，「世界で最もイノベーションに適した国」となるこ
とが宣言され，研究者や学会の責任や，政治と産業界と
の関わり方にも変化が生じている．科学技術の競争的資
金の評価指標としても，自然科学と社会科学の協調と融
合領域研究の必要性，研究成果の社会貢献の評価や環境
への影響の予測などが，SDGs に呼応する持続可能性の
証左として明示されるようになっている．社会実装を前
提として，個人の研究アプローチばかりでなく，政治や
産業界など様々なステークホルダーの出会いの場として
の学協会の姿勢にも，影響の大きな要求が出現してい
る．近年は，研究不正の防止と研究倫理の重要性，公共
財としての研究成果とその推進方策としてのオープンア
クセス，オープンデータ議論など，研究者個人の姿勢と

電子情報通信学会誌 Vol. 101, No. 7, 2018656

安藤 真 名誉員：フェロー 独立行政法人国立高等専門学校機構
E-mail ando@kosen-k.go.jp

Makoto ANDO, Fellow, Honorary Member (National Institute of Technology,
Hachioji-shi, 193-0834 Japan).
電子情報通信学会誌 Vol.101 No.7 pp.656-666 2018 年 7 月
©電子情報通信学会 2018



学会の果たすべき役割がうたわれている．
SDGs の多くの目標が ICT 技術を前提としているこ
とは本会発展の好機であると言えるが，皮肉にも，イン
ターネットの普及やオープンサイエンスの広がりは，一
般的な立場での参加を容易にしており，従来の専門家集
団としての学会から離れる動きも進み，会費収入減の観
点で財務の改善が急務となってきた．学会にとって変革
とも言うべき時期に会長に就任することとなり，重責に
身の引き締まる思いである．100 周年を迎えその誇るべ
き実績を踏まえつつ，2018 年は，時代の変化に対応し
た学会の持続可能な体制，システムの構築にまい進して
ゆきたい．
電子情報通信学会の強みは，そのカバー領域の広さ

（基礎理論からハード・ソフト，ネットワークシステム
まで）であるが，SDGs を実現するにはまだ狭く，また
分野間の交流が不足している．まさに本会がその地力を
発揮するためにも，inter-trans-disciplinary な領域の開
拓と異分野協働を実現し，学会の社会貢献の指標として
「イノベーション創出に最も適した学会」としなければ
ならない(2)．本会は，研究活動の活性化を目的にソサイ
エティの独立，独立採算化を推進してから 10 年以上た
ち，独立の弊害も散見している．融合的，学際的な研究
領域の創生や，オープンアクセスに代表される学会サー
ビスの変貌，学会運営の効率化と財務の健全化などの観
点で，電子情報通信学会としての独立性と一体性の在り
方を再検討し，最適化を始める年としたい．
創立 100 周年の記念事業として，サービスの充実，財

政面，運営体制の強化を目指し自身の足腰である ICT
基盤システム構築のためグランドデザインを開始してい
る．2018 年は千載一遇とも言うべきチャンスであり，
このシステムを活用し，指摘されながらも長年議論にと
どまっていた学会全体の変革を実行する．学会の課題を

改めて共有し，優先して取り組むべき幾つかの課題につ
いて，構想と方向性をまとめてみる．

2．科学技術を取り巻く世界の動向

2.1 SDGs をめぐる世界の動き
開発途上国を対象とした社会経済，開発の援助である

ミレニアム開発目標MDGs に続き，2015 年に人類の幸
福well being へ向けて，2030 年までの行動計画として，
図 1 に示す 17 の目標，169 のターゲットから成る指標
「持続可能な開発のためのアジェンダ 2030（SDGs）」
が，全ての国とステークホルダーを対象として定められ
た(3)．
これらの目標は，環境，経済，社会のくくりで，経済

学，技術革新（医学，薬学，環境学），政治学，社会学
とこれらを融合（Trans-Inter-disciplinary）したもの
となっている(4)．立場も利害も異なる多くの関係者
（Multi Stakeholder）の参画を促すため，法的拘束はな
く進捗状況をモニタリングし，支援機関を結び付けるオ
ンラインプラットホームを構築する形で推進するものと
なっている(5)．逆に眺めると，人類の活動が地球システ
ムを操作できる時代，影響を与えるまでに拡大した時代
を印象付けるものである(3)．
また国，政治家，企業家，文化人から若い学生に至る

様々な関係者（Multi Stake Holder）が集い未来を語る
中で世界の経済潮流を決める，世界経済フォーラム
（World Econic Forum）でも，SDGs は議論の中心と
なっている．ICSU や WEF の会議でも，オープンサイ
エンス，ビッグデータ科学の前提である CODATA，
Future Earth，Resilience などが現在の中心題材であ
り，組織的研究，コンソーシアムを動かす活動が必須と
なっている．SDGs は立案段階から実施段階，更に段取
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図 1 持続可能な開発のためのアジェンダ 2030（SDGs）（https://www.un.org/sustainabledevel
opment/wp-content/uploads/2017/12/UN-Guidelines-for-Use-of-SDG-logo-and-17-icons-December-
2017.pdf，出典：“特集 国際連合「持続可能な開発のためのアジェンダ 2030（SDGs）」と学術，
科学技術，”学術の動向，vol. 23, no. 1, Jan. 2018．）



りのロードマップ作成へ移行するが，有限の資金，人的
組織的資源を前に，目標間の相乗効果，利益相反（ト
レードオフ）があらわになり，科学技術による正確な評
価が必要とされている(6)．SDGs の難問の具体的な解決
には，もちろん科学技術の破壊的なブレークスルーが必
要であることを，主催者も強く意識し，サマーダボス会
議を中国大連に定め開催するなど，アジア特に日本の大
学，企業にも議論と具体的な取組みへの参加を強く求め
ている．
今や，学術活動，政治，企業活動も，社会に賛同を得
るにはこのゴールを表題に掲げなければいけない時代へ
変わった．挑戦的な表現ではあるが，学問が社会貢献す
るのなら，SDGs のターゲット達成のために何ができる
か？ が第一歩(3)．「ハイテクとは先端技術だけではな
く，SDGs への貢献で技術を評価すべき｣(6)との論調も
あり，大企業は今や深い洞察なしには投資家の支援を得
られない．研究者も産学連携による外部研究資金獲得に
はこれらの観点を踏まえたシナリオ作りが求められる．

2.2 学会を取り巻く日本の状況と 100 周年宣言
SDGs の広範な課題の中には，例えばエネルギー，災
害問題，高齢化少子化，過疎過密など，正に日本自身の
直面するものが多い．一方 SDGs の国際舞台では，日本
の姿が見えないということから(5)，JST では，日本の取
組みのベストプラクティス，ステークホルダーを急ぎま
とめ，2017 年秋の国連での STI フォーラム(4)で紹介し
ている．図 2は，その出版物と，ステークホルダーとし
ての多彩なメンバーを示す(5), (7)．
また，内閣府は，自治体 SDGs 推進のための概算要求
を行っており，支部活動の参考になるかもしれない(3)．

日本学術会議第三部では，2011 年になるが「理学工学
分野における科学・夢ロードマップ」を以下に著わして
いる．
http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-21-h132-00.
pdf
一方，政府が定めた第 5 期科学技術基本計画では，

ICT の進化により大変革時代が到来するとし，Soci-
ety5.0 を示した．図 3 に示すように，社会の営みの多
くを，これまでの情報社会で課題であった，サイバー空
間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）の連携シ
ステムとしてモデル化し，両空間をセンサ情報，人工知
能（AI）とビッグデータ処理でつなぐ取組みにより，
社会的問題を解決し，経済発展を実現するとしてい
る(8)．
情報通信技術をけん引し産業へ貢献する本会では，こ
れに先立ち 2011 年にロードマップ委員会を設け，2030
年／2050 年に向けてのソサイエティ，グループの到達
目標を基に，ロードマップ作成を行った．図 4は，2013
年に発表した未来像であるが，いつでもどこでも，必要
な誰とでも何とでもつながる「コミュニケーション基
盤」を構築し，これにより，環境を守り，災害に備え，
IT セキュリティを高めた「持続可能な社会」を実現し，
「少子高齢化社会」に備え，あらゆる人に健康と自立，
豊かな人生を提供し，情報処理技術を核として新たな働
き方や人間の気付きを促進する「知識社会」へと導くと
予想した．「コミュニケーション基盤」のための人との
インタフェース，「持続可能な社会」のために環境保全，
建物・交通・物流におけるエネルギー管理，防災減災の
ためのセンサやモニタリング，「少子高齢化社会」にお
ける人の生活支援ロボット，移動支援，ヘルスケアなど
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図 2 Book of Japan’s Practices for SDGs 2015,2017JST プラットフォーム型情報収集と発信(5)（http://www.jst.go.
jp/EN/about/sdgs/doc/book_of_practices_for_SDGs_201709.pdf）



を主たるサービスとして具体的な ICT 技術課題を列挙
している．これらは，その後広がりを見せた SDGs の目
標にも整合した未来像となっている．

2.3 創立 100 周年宣言
2017 年に出された本会の創立 100 周年宣言では，こ

れらの社会情勢，電子情報通信学会の歴史を俯瞰し，以
下の柱を掲げている．

･新たな学術領域
･課題解決とビジョン作成
･技術倫理の向上と社会への発信

記念事業の一つの柱として，電子・情報・通信の学問
分野，産業領域における偉業を 242 件選定し顕彰した．
基礎・境界 44 件，通信 98 件，エレクトロニクス 52 件，
情報・システム 48 件と，重要な分野を包含する形でま
とめられたが，ものつくりを通して国の発展に貢献した
輝かしい歴史がまとめられている．同様な趣旨で電気・
電子分野の世界の偉業を選定している米国 IEEE も歴史
の評価を加味した産業貢献の偉業としてマイルストーン
選定を行っているが，これまでに 188 件の認定の中で
33 件が日本における電気・電子の業績から選ばれてい
る．創立 100 年宣言は，このような 100 年の実績を自信
に，勇気を持って次の 100 年を目指し，学会のあるべき
姿へ変身してゆくことを宣言したものであり，持続的発
展は過去を守るのではなく，むしろ変わる世界観，価値
観に向かって常に変革を求める思いが込められている．
SDGs や Society5.0 と同様，人文科学，社会科学までも
含めた幅広い知と融合を図り，政治や産業発展，学際領
域と人材の育成を図ること，人類の福祉と環境の持続の

目標から求められる短期的，長期的課題に科学技術を駆
使し解決に貢献すること，社会と人類の幸福（well
being）を科学技術の探求における目標と据え，技術倫
理を高め，研究成果と併せてその意義を発信する．この
責務を果たすために学会はその存続を懸けた改革に臨む
こととなる．

3．電子情報通信学会の課題と
持続可能なシステムへの変革の方向性

3.1 財務の分析とシステムグランドデザイン
本会は現在移行法人としての一般社団法人であり，公
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経済発展と社会的課題の解決を両立するSociety 5.0 へ

図 3 Society5.0 におけるサイバーフィジカルシステム(8)

図 4 電子情報通信が描く ICT 社会の未来像（電子情報通信学会
ロードマップ委員会，2013.4.22）



益目的支出計画として会誌出版・選奨事業への支出（毎
年 1.3 億）をほぼ予定どおり実行中であり，公益目的財
産額は 2012 年の 20.9 億から 2018 年度末で 12.58 億ま
で減り，2027 年度にはほぼ全てが，制約のない財産に
置き換わる予定である．単純な計算では，正味財産を維
持した形で事業を継続し推移できれば，年間の事業規模
の 1.5 倍程度の資産を留保した健全な形で，完全な一般
社団法人としての運営に移行できる．表 1には法人移行
前後の学会の財務状況を示すが，近年特に会員数減など
に加え，I-Scover の繰上げ減価償却の影響などで，正

味財産は，一般社団法人化時に比べ 2億円ほど目減りし
ている．財務に限らず，少子高齢化やオープンサイエン
スの流れ，皮肉にもインターネットの普及による情報入
手手段の変化など，会員の学会離れを加速する要因は急
速に増えており，学会運営の改革は待ったなしの状況と
なっている．Society5.0 を標ぼうする日本の隆盛を担う
学会として，コスト削減と財産の維持には務めるもの
の，社会貢献をより強化することが主目的であり，その
結果として持続可能に十分な収益を得ることが肝要であ
る．この目的を達成するため，2017 年の創立 100 周年
記念事業の重要な果実としての募金を含む創立 100 周年
記念事業積立資産から 1億円を充てて，学会の基礎体力
をつけるためのグランドデザインを行うこととなった．
この貴重な資産を生かし，学会が機能を倍増し見える形
で社会貢献を果たすために，提供するサービスを中心
に，学会のグランドデザインを進めることとした．図 5
にはサービス委員会を中心として描いた学会の各種活動
やこれを所掌する組織の連携を表し，創立 100 周年を契
機に学会のシステム化に所掌を特化し時限で立ち上げた
グランドデザイン検討 WG の位置付けも示した．図 6
には，本WGのミッションとして，コンテンツの活用，
会員増強に加え，大会や国際会議，研究専門委員会にお
ける研究活動と，これを支える事務局業務を総合的に支
援するための，システム改革をデザインしている．
これまでも学会では経常的な赤字削減のため様々な改
革案やアイデアが提案されてきた．技術研究報告のアー
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表 1 本会の正味財産の増減
（単位：100 万円）

会計年度 収益 費用 正味財産
増減額

正味財産
期末残高

2007 1,435 1,334 101 1,862
2008 1,637 1,520 117 1,978
2009 1,434 1,393 41 2,019
2010 1,456 1,423 33 2,052
2011 1,363 1,347 16 2,068
2012 1,356 1,381 ▲26 2,042
2013 1,423 1,448 ▲26 2,016
2014 1,308 1,328 ▲20 1,996
2015 1,176 1,176 1 1,997
2016 1,299 1,257 75 2,073
2017 1,163 1,211 ▲244 1,829

図 5 サービス委員会と関連する委員会及びグランドデザイン検討WGのミッション（電子情報通信学会第 6回理事会，
2017.12.18，資料 11）



カイブ化やオープンアクセス，大会における企画など，
施策ごとに研究専門委員会単位，ソサイエティ単位での
短期的な試行も進められている．しかし制約の多い現状
のシステムでは検証すら容易ではなく，また組織ごとの
独立性が時には障害となり，それぞれの経験や実績をベ
ストプラクティスとして共有することは十分にできてい
なかった．
本来，会員数の減少対策やコンテンツ活用や大会運

営，その財務影響の評価などは密接に関係があり，いず
れも学会全体としても扱うべき中核的で長期的な課題で
ある．また改変による効果や財務への影響の検証にも複
数年を要するものが多い．長期的視点で改革を主導すべ
き理事会も，定常的な運営の責務を持ちながら毎年交代
するため，学会全体での統一性のある改革は進まなかっ
た．
2018 年を，100 周年を機に巡ってきた好機と捉え，学
会としての統一的なサービスポリシーを確立した上で，
ソサイエティなどが独立に先行して試行を進めてきた取
組みの成果をベストプラクティスとして統合し，学会の
新しいシステムを完成させたい．
一般社団法人化以降の財務の変遷を総括すると，おお

むね公益目的支出計画どおり推移している中で，I-Sco-
ver の繰上げ減価償却の影響などで，正味財産は，法人
化時に比べ 2億円ほど目減りしたこと，創立 100 周年記
念事業積立資産から約 1億円を充てて学会の基礎体力を
つけるためのグランドデザインを行うこととなったこと
の 2 イベントは，正味財産の捉え方の変更のみでなく，
学会の方向性の意味で大きな決断であった．コンテンツ

活用，会員増強，国際化，研究会／大会／国際会議，支
部活性化，業務効率化／本部体制など，互いに密接な因
果関係で結ばれた要因を，持続可能性の観点から常に最
適化する必要があるが，グランドデザインはいろいろな
アイデアを実施する基盤としても活用して行きたい．一
例として私見を述べると，学際領域の拡充や研究の組織
化の要請を考えると，学会横断的な情報検索機能を先取
りした I-Scover は，強化されたシステムの上で，財務
も含めたサービス体制，ビジネスモデルとコンテンツの
オープン化の体制がそろった段階でより強化された形で
再具備されることも期待される．
新しいシステムは 2018 年度に稼動開始を予定してお
り，これまで，議論と試行にとどまっていたアイデアや
施策を，まさに実行開始する年としたい．オープンアク
セス化に伴う投稿料，購読料の価格設定など，エビデン
スを伴った議論が残される部分はあるが，財務への影響
を見つつ将来の修正も視野に入れた，柔軟なスタートを
方針としたい．

3.2 会員数の減少と施策の方向性
学会の会員数の減少が叫ばれて久しい．図 7は，本会

の個人会員数の推移を示す．ピーク時に比べ 2割ほど低
下し，2.8 万人となっている一方，内数としての海外会
員数は，おおむね増加しており，全体の 1割で 3,000 人
を超える数となっている．前会長が指摘されたように，
年平均で 700 人程度の減少の主因は企業会員が離れてい
ることであるが，社会の情報の多くがインターネット経
由で取得でき，オープンアクセス化，機関リポジトリー
の普及に伴い論文情報までも読める時代となり，学会の
会員であるメリットが見えなくなっていること，産業界
で求められる情報が専門知識より一般的で解説的なもの
が増えていることなど，学会の存在意義，ポリシーその
ものにも関わる要因でもあり，企業人から見た魅力の向
上策として多くの仮説を立て試行を計画している．
一方，新たな視点として，海外及び若手の会員の増強
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図 6 グランドデザイン検討WGによるシステムグランドデザイ
ンの狙い（電子情報通信学会第 6回理事会，2017.12.18，資料 11）

図 7 本会における年度末個人会員数の推移



の観点で述べてみたい．図 8は，海外会員の推移とその
中の学生員の推移を示したものである．また，会員増強
に重要な入会者情報として図 9に示すように，本会に学
生員として入会する数は修士課程に相当する年代 22～
25 歳に集中し，年に 2,500 人ほどである一方，正員と
しての入会は，26～28 歳をピークとするも 55 歳程度ま
で幅広い年代にわたって，1,000 名に満たない．しかも
多くは学生員からの継続加入と思われる．一方，ネガ
ティブな数字として，未納による資格喪失者と退会者の
和を見ると本会は年 4,000 名ほどが会員資格を失ってい
る．修士課程卒業時を中心として 3年程度の世代に集中
して，2,500 名ほどが退会している．その後退会する会
員は各世代にわたり合わせて 1,000 名ほどにはなるが，
この学生員に焦点を当て，会員継続の魅力となる施策を
考えてみたい．
23 歳前後という学生員の比率に着目してみる．海外

会員の 1/3 の 1,000 名は学生である．東京を除く支部に
おける学生員の割合も約 1/3 と高く 3,000 名に上る．し
たがって，この世代への施策は，海外を含めた支部に向
けた会員増強策の色合いが強く，この年代の入会者及
び，900 名弱の退会者に向けた施策となる．つまり，
2,500 名ほどの入会学生員の増強を図る，及び数年で退
会する 900 名ほどの会員の継続を図ること，世代と地域

（支部）を絞った施策である．現在，学生員は正員へ移
行後 2 年間の会費半額割引が，更にアジア・アフリカ・
中南米会員には海外会員優遇制度（OMD）があるが，
これらの活用も含め，提供できるサービスの充実ととも
に，会員継続を促す方策をとりたい．将来を担う若手，
海外会員の増進が，また多くの学生員を擁する地方支部
の取組みは，国際化，会員の高齢化対策の観点でも意味
があると既に述べた．

3.3 研究会，大会，国際会議活動
本会の研究活動の三本柱は，研究会，大会，論文誌と

考えている．いわゆる第一種研究会は，世界には類を見
ない本会の特長でもあり，構想段階の研究発表や大学院
学生の教育の場としても，極めて重要な場を提供してき
た．研究専門委員会の数と延べ参加者数，収入の目安と
しての予約購読数の推移を図 10 に示す．
発表件数は共催の重複を含めると約 1万件を維持して
いる．一方，会員数の減少にもかかわらず，研究専門委
員会の数が 85 となるなど分野の細分化が進んでいる，
複数の研究会の共催はあるものの内容の専門化が進み，
「他の発表を聴講するより講演する場」として活用され
ている様子がうかがえる．技報の予約購読は貴重な収入
源ではあるが，コンテンツ活用の観点での位置付けも変
化しており，そのまま活動の衰退を表しているとは考え
ていない．
次に，総合大会を例に，参加者数と講演件数の推移を

図 11 に示す．ソサイエティ大会，FIT などの数字も含
め 5年ほどの推移を見ると，参加者数より講演件数の減
が目立つこと，大会参加者からは，「パラレルセッショ
ンが多く，興味があってもプログラム上聴講できないも
のが多い」という意見をよく聞く．企画セッションや
チュートリアルセッション，パネルセッションなど，時
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図 8 本会における年度末海外会員数の推移

図 9 本会の個人会員の入会者数推移

図 10 研究専門委員会数と技報予約部数の推移



代の流れを反映した，研究専門委員会やソサイエティを
またがる横断的，学際的分野を扱う「企画セッション」
は 50 程度にも増えてきているものの，各研究専門委員
会ごとに構える 300 もの「会場別セッション」と並列で
のプログラム編成は過密を極める．大会参加者数の減
少，小分けの部屋に分割されたパラレルセッションで少
数の専門家が議論する状況は，研究専門委員会と差異が
少なく，分野融合や異分野との情報共有という大会なら
ではの特徴が消される．例えば HCG などは技術分野よ
りも適用分野のくくりであり，課題解決や異分野との交
流の意味で大会の意味は大きく，またその存在は大会の
他の参加者にとっても大きな魅力となるはずである．も
ちろん，大会には，学問の深化，学生の発表の場として
の役割もあるので，一律の議論は危険ではある．また，
直近では特に学生の参加者数講演者数の減が深刻ではあ
り，若手育成の点では注意深く見る必要がある．
これらの動向を分析し，今後の活性化について私見を
述べる．学会の伝統的な使命である学問の深化と，最近
の SDGs や Society5.0 に見られる融合・学際領域の分野
の重要性，課題解決型研究の広まりを勘案すると，研究
会と大会の特徴分けも一考に値する．研究専門委員会ご
との専門分野の深化を主とする研究会と，より広い分野

の交流や融合の場としての大会という差別化は可能だろ
うか？ 主に研究専門委員会の判断によるとは思われる
が，広範な技術分野をカバーする電子情報通信学会の特
長を生かすには，学会レベル，ソサイエティレベルでの
議論も欲しい．なお，大会は広い分野の人が集まるの
で，人材流動，就職，ベンチャー創出のための情報交換
の場として，格好の場であろう．
研究専門委員会などが主催する第二種研究会は，本部

からの支援がない代わり，参加費徴収も含め財務や企画
も柔軟に行える集会として，定期的な開催の第一種研究
会とは明確な差別化がされていた．しかし近年は第一種
研究会も参加費徴収や技報アーカイブシステムの導入な
ど形も変わり，両者の定義の差は小さくなってきてい
る．更に，研究活動の国際化を狙い，研究会の海外開催
や国際会議化も増えてきている．開催までの承認手続き
や財務の条件を精査し，第一種研究会，第二種研究会や
国際会議などの定義と取扱いの整理も今一度議論する必
要がある．研究活性化，運営側／発表者／聴講者それぞ
れの面での利便向上の議論が重要である．

3.4 論文活動
学会の看板とも言うべき出版事業の中核が論文出版で
ある．アクティブ会員にとっては，論文の評価，具体的
には引用数や雑誌のインパクトファクター，出版の迅速
さ，投稿料などが，魅力を決める重要な因子となる．国
際的な比較にさらされる英文論文誌 4誌の掲載件数の推
移を図 12 に示す．年間約 1,200 編の英文論文を掲載し
ているが，採択率は約 50% である．日本の学会として，
和文論文も重要な成果であるが，掲載数は年に 400 編，
採択率は 57% となっている．注目すべきは，和文論文
のダウンロード数であり，英文のそれを総数で上回る．
過去の歴史，コンテンツの量に違いがあるものの，単純
な比率では 3倍の頻度で読まれていることになる．その
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図 11 総合大会及びソサイエティ大会における参加者数及び
講演者数の推移

図 12 英文論文誌 4誌の国・地域別掲載件数の推移



他の英文誌（ELEX，ComEX，NOLTA）は，無料公開
を行っているが，掲載件数は，和文誌とほぼ同じ年に
400 編である．
インターネットに掲載される情報は，数において爆発

し，オープンアクセスの深化により，論文を読む形態，
費用も様々になるが，その中で内容の信憑性を担保する
意味で，学会の論文誌採択は，特別の意味がある．日本
の査読者の質は，査読の正確さ，迅速さで，世界的にも
有名であり，電子情報通信学会の誇るべき強みでもあ
る．これは，国際会議開催の際の査読にも当てはまる特
長であり，世界の学会，国際会議から注目される強みで
ある．本会の査読委員を務めることが，研究者の評価を
上げることにつながればすばらしいと思う．
論文出版は学会の国際評価を決める重要な指標，看板

である．学会の運営を国際化する狙いでは，「国際会議
─特集号発行─外国人エディター，査読者の活躍」とい
うモデルが，既に複数例存在する．定例での会議開催の
場合には，この形で学会活動の国際化が見える化され，
国際会議ばかりか，学会や論文誌の国際的評価，アーカ
イブスによるコンテンツ活用にもつながる．ベストプラ
クティスとして学会内に広げる価値がある．一例とし
て，日本発の国際会議 ISAP を米国APS，欧州 EUCAP
と並ぶアジアの回遊会議に育て，多くの特集号に海外か
ら編集長，査読者を招き，本会の国際会議プロシーディ
ングスアーカイブにコンテンツを公開している，アンテ
ナ・伝播研究専門委員会の記事を図 13 に示す．

3.5 オープンアクセスとコンテンツの活用
本会の学術成果であるコンテンツの公開状況を表 2に

示す．20 万件を超す成果が蓄積されているが，その公
開状況は様々で，会員や外部のユーザに十分に活用され
ているとは言えない．学術界でのオープンサイエンスへ

の国際的潮流はますます勢いを増している．背景には，
SDGs にも示される人類の共通課題は複雑で複合的な問
題であることから，従来の単独での研究開発（自前主
義）では知恵，資金，人材に限界があること，異なる組
織，国，分野，立場の人間が協働しなければ解決のシナ
リオすら書けないこと，研究活動における無駄な重複の
削減，世代を超えた継承が可能になる期待などがある．
この動きは，持続可能な開発のためのアジェンダへの取
組みとともに，学術界，企業などにも受け入れられてき
た．学術成果については，オープンアクセス，つまり，
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図 13 電子情報通信学会国際会議プロシーディングスアーカイ
ブの例 ISAP（http://ap-s.ei.tuat.ac.jp/isapx/）
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表 2 本会の学会コンテンツの電子公開状況

公開刊行物 対象範囲 公開システム 公開状況（現状） 今後の予定等PPV PPV

会誌 会誌
創刊号

（1917 年）
から全て

論文公開
システム利用 会員のみ（一部記事は無償公開） ─

新規構築のコンテンツサービスシ
ステムに移行：
海外機関も含めた購読会員のサ
イトライセンス契約導入予定
個人向けの PPV サービスも導
入予定

○

論文誌

和文論文誌
J51

（1968 年）
No. 1～

論文公開
システム

登録ソサイエティ会員，特殊員の
み
（個人会員は Web 認証，特殊員
は IP アドレス認証（サイトライ
センス））
（アブストラクトまでは無料公開）

○

新規構築のコンテンツサービスシ
ステムに移行：
海外機関も含めた購読会員のサ
イトライセンス契約導入予定
個人向けの PPV サービスも導
入予定

○

英文論文誌

E59
（1976 年）
No. 1～

論文公開
システム

E91
（2008 年)～ J-STAGE

契約機関のみ（海外購読契約機関
を IP アドレス認証）
個人向けの PPVサービスあり
2017 年 1 月から ISS 英文論文誌
（ED）を無料公開

○
海外購読契約機関は順次購読会員
に移行し上記新システムで対応予
定

○

ELEX 創刊号（2004
年）から全て

J-STAGE

無償公開 ─

NOLTA 創刊号（2010
年）から全て 無償公開 ─

ComEX 創刊号（2012
年）から全て 無償公開 ─

ソサイエ
ティ誌等

ESS : FR 誌
創刊号

（2007 年 7 月)
～〔季刊〕

J-STAGE

無償公開 ─

CS : B-plus
創刊号

（2007 年 6 月)
～〔季刊〕

無償公開（冊子は学生員，名誉
員，維持員のみに送付） ─

CS : Global
News
Letter

創刊号
（2002 年 8 月)
～〔季刊〕 Web 基盤

システム

無償公開（冊子は海外在住通信ソ
サイエティ会員のみに送付）

ES : ES
ニューズ
レター

No. 116
（2005 年 8 月)
～〔隔月刊〕

無償公開 ─

ISS : ISS 誌
創刊号

（1996 年 5 月)
～〔季刊〕

Web 基盤
システム／
J-STAGE

無償公開 ─

大会
論文集

総合大会
論文集 2002 年 3 月～

Web 基盤
システム

（大会アーカイ
ブス）

本会会員（2年経過記事のみ）
本会会員で大会 DVD 購入者（全
ての記事）
（2 年経過記事に関する NII-ELS
の有料公開サービスが，2017 年 3
月末で中止された．）

─

2年経過記事：
海外機関も含めた購読会員のサ
イトライセンス契約導入予定
個人向けの PPV サービスも導
入予定

○ソ サ イ エ
ティ大会・
FIT 論 文
集

2002 年 9 月～

研究会
技報

CS技報 2006 年～

技報
オンライン
システム

技報予約者等，閲覧権を有する者
のみ
（2 年経過技報に関する NII-ELS
の有料公開サービスが，2017 年 3
月末で中止された．）

○

技報アーカイブサービス等の新
サービス開始
2年経過技報：
海外機関も含めた購読会員のサ
イトライセンス契約導入予定
個人向けの PPV サービスも導
入予定

○

ESS 技報 2007 年～

ISS 技報 2007 年～

ES技報 当初～2年
経過記事

ES独自
システム

エレクトロニクスソサイエティ会
員のみ ─

国際会議 プ ロ シ ー
ディングス （個別）

Web 基盤
システム
（国際会議
Proceedings）

無償公開 ─

海外機関も含めた購読会員のサイ
トライセンス契約導入予定
個人向けの PPV サービスも導入
予定

○



研究成果が全ての人にアクセス可能となるよう互いに公
開することで，人類共通の財産として共有，活用するこ
とが，研究者，組織，そして学協会へ要請されるように
なっている．オープンアクセス化は，異分野の協働も促
進され，公平性や研究倫理の点でも，正しい研究，進歩
へつながる．コンテンツは，従来，多くの学会にとって
会費収入と連動した収入源であったことから，学会に
とって機関リポジトリーの許可と併せて，大きな検討課
題となっている．電子情報通信学会においても，論文誌
オープンアクセス化検討タスクフォースにおいて，投稿
者及び読者の利益及び学会への財務的影響の観点から議
論が行われている．これまで述べた社会の要請に応える
方向で統一性のあるオープンアクセス導入を実施すべき
との基本合意の下，現状既にソサイエティごとで行われ
ている，オープン化への取組みサービスあるいは試行の
趣旨と目的を損なわぬよう柔軟な設定を模索している．
論文誌オープンアクセス化検討タスクフォースの議論

の方向性は，論文誌に関しては，ハイブリッド方式
（オープンかクローズドかは著者が選択），オープンの場
合，追加OA化料金（1年後に再議論の余地）を課する
が，できればこれも学会で統一のものとする．招待論文
の費用扱いは各ソサイエティに一任することとしてい
る．
なお，著作権を本会が保持した形でより広いサーキュ
レーションを得ることはこれまでも議論されたが残され
た課題であり，使用権として IEEE Xplore への掲載を
学会として交渉することも課題と考えている．関連する
話題として，国際会議のプロシーディングスアーカイブ

についての議論も詰めを迎えている．IEEE Xplore 掲載
が，参加者を集める要件となっている場合も多い．著作
権を保有しながら，IEEE Xplore へ掲載の可能性も探
る．これとは逆に，著作権を保有せずに，IEICE が共
催した会議のプロシーディングスをアーカイブするケー
スもあり，本会のプレゼンス向上，会議活動促進，財務
負担の観点からの多角的な議論が必要である．

3.6 政府・省庁・自治体との対話，情報の発信と収集
学会の本来果たすべき役割である社会貢献には，社会

課題の解決に科学技術で貢献すること，更に進んで学会
の科学技術的知見から，解くべき課題や政策を提案する
ことがある．前者は正に SDGs を背景とした企業の課題
や国の研究開発予算に応え，学会の総合力を結集しプロ
ジェクトやチームで研究開発を推進することであろう．
一方，研究を推進すべき分野や課題を提案する活動とし
ては，学会をベースに例えば科研費の新学術領域研究を
推進することや，省庁や自治体，場合によっては政治家
に対し施策や政策の提案を行うことであろう．現在電子
情報通信学会は理事会を中心に，主に前者の目的で，
IoT 技術を主に所管する総務省と情報交換などを行って
いるが，今後は後者の目的で電子情報通信学会としての
専門知識に基づく，関係省庁への政策の提言などにも，
力を入れてゆく必要がある．これらの情報は研究者や若
手，支部の会員にとっても有用なものであると思われ，
大会などに場を設けることも考えたい．
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